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令和７年第２回定例会は、会期22日間で開催されました。
報告案件 1件、諮問 1件、単行議案 ９件、補正予算関係 ２件(6676万円)に加え、最終日
に上程された議員提出議案 1件の合計 13件を、原案通り答申・可決しました。

私は一般質問に登壇し、住民目線で皆さんからの「声」を届け、実現に向けた提案およ
び発言をしました。

歳 入

歳 出

【国費 1738万円、寄附金 4024万円、基金繰入 －944万円、町債 1990万円】

【総務費、衛生費、消防費、教育費：合計 147.1万円】
NHK放送受信料
＜概要＞

公用車(カーナビゲーション)17台と施設分2台に対して、事業所内の設置
場所ごとの契約が必要であるという認識が不足していたため、NHKからの
照会(例年11月頃)に対する契約台数の計上に漏れが生じた。
未払い分を支払うとともに再発防止を図る。 

【総務費： 4072.5万円】
幸田町の若者を対象とした給付型奨学金給付事業
＜概要＞※下記内容で可決したが、諸事情により募集を延期する

幸田町にゆかりのある寄附者から申出があり、将来の日本を担う人材育成
のため、海外留学や国内大学進学を目指す若者に返済不要の給付型奨学金
を支給する。
・令和7年度：海外留学向け奨学生を最大4名募集
・令和8年度：国内大学進学向け奨学生を最大4名募集
それぞれ選考委員会を1回開催する予定。

一般会計補正予算（主なもの）

会期1日で開催され、新たな議会構成が決まりました。私は 
福祉産業建設委員会 委員長のほか４つの委員会 委員に就任い
たしました(右記)。

職務を全うするため誠心誠意努力をしてまいります。

幸田町議会公式
YouTubeチャンネル→

幸田町HP議会構成→

①福祉産業建設委員会（委員長）
②議会運営委員会
③議会広報特別委員会
④DX推進特別委員会
⑤第７次総合計画策定特別委員会

歳入歳出それぞれ 6595.9万円追加
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2022年に役場前で体験した
様々なパーソナルモビリティ

地域の困りごと、町政に対する ご意見・ご要望などございましたら

お気軽に「たきょう毅くらしの相談」をご活用ください♪

https://takyo-giin-dnwu.com/

※【お願い】町政レポート配布にあたり、氏名および住所の相違や変更がありましたら ご連絡ください。（連絡先：表面/上部記載）

たきょう毅  

通勤で使用する県道美合幸田線において、
大雨が降ると車道も歩道も冠水して池のよう
になった道路を通行せざるを得ない。

地域要望や現地確認の結果、早急に対策が
必要と判断。町を通じ県の現地調査や対策検
討など山口県議と連携し、11か月後に排水
溝を新設。交通事故リスクを低減できました。

一般質問① 「パーソナルモビリティ訓練機会の提供」
※一般質問動画→

必要と判断した場合は体験イベント等開催を考えたい

一般質問② 「多文化共生社会づくり」

第７次総合計画に方向性を示す考えが確認できました

くらしの相談事例 「まるで池！県道通勤路の雨水対策」

私の想い 利用者の行動範囲が広がる、外出機会が増加す
る効果があるとされる「パーソナルモビリティ
（電動車いすや電動アシスト付自転車、電動キ
ックボードなどの１人～２人乗りのコンパクト
な車両）」の利活用は今後促進すべき施策。

現 状 町内公共交通の再編が議論されている。すべて
の世代が、安全で安心して自由に移動できる環
境づくりが望まれている。

一般質問 公共交通会議での主な課題、ラストワンマイル
まで最適化されたしくみづくり、道路修繕や再
整備、乗りこなす訓練機会の提供を。

回 答 企画部長▼ルート再編による利便性検証やえこたんバスとチョイソコこうたの
効果的に配置した費用対効果検証等。停留所までの有効な移動手段であり普及
状況等を注視。必要と判断した場合は、免許返納者などを対象に体験イベント
等開催を考えたい。
建設部長▼理想形に近づけられる道路計画を立案したい。既設歩道の課題解決
に向け動く必要がある。

私の想い 外国籍の子どもは増加することが見込まれ、地
域の活性化のためにも施策が必要。

現 状 日本語指導が必要な児童生徒が急増し、外国に
ルーツを持つ子どもへの日本語教育が課題。

一般質問 日本語指導者や日本語指導法と教材、適切な教
育体制、短期間の集中指導 など。

回 答 教育部長▼日本語指導教員や語学相談員、町採用の日本語指導教員や母国語
対応支援員が各学校を巡回して指導。現時点プレスクール等設置の考えはな
いが、政策課題として近隣の自治体を参考に調査研究していきたい。
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